
アッピール
　計画（プランニング）は行政（アドミニストレーション）によって実現される。そして社会は無数の
計画と行政によって動いている。しかし、残念なことには、計画と行政との関係は十分に満足すべき
状態にはない。計画の源泉には思考と科学があり、行政の基盤には組織と技術があって、それらが相
互にからみ合っているからである。日本計画行政学会は、衆知を集めることによって、計画と行政と
の溝を埋めることを念願して出発した。広くこの問題に関心を持つ人々の参加を得れば幸いである。
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◆研究論文募集について
　機関誌「計画行政」への研究論文の投稿を募集
しております。研究論文は、論文審査小委員会の
もとでレフェリー制度により審査され、採用され
たものは「研究論文」「研究ノート」または「資料」
として掲載されます。学会ホームページ（下記）
から申し込み下さい。

◆学会ホームページについて
　本学会のホームページがリニューアルされまし

た。学会誌投稿フォームや全国大会の案内などが
掲載されています。ぜひご覧ください。
URL : http://japa.agbi.tsukaba.ac.jp/

◆「書評」対象図書の推せん・寄贈を募集
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す。学会事務局あてにお送り下さい。会員の著書
も本人から、あるいは出版社から学会事務局へ送
付いただければ、対象図書とさせていただきます。
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